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序     文 
 

ミャンマー連邦国家計画・経済開発省中央統計局は 1952 年に制定された統計法により政府機関の中

で唯一統計の整備、基準化、社会センサス及び各種経済調査を行う機関と定められているが、その統

計作成のシステムは古く、機能も脆弱であり、また近年海外研修の機会が得られず、新しい統計技術

の導入が進んでいない。さらに、1988 年以降急速に発達を遂げた民間企業の事業所統計への対応が遅

れているなど、経済政策策定にあたって必要な統計の整備が進んでいない。 

このような状況の下、国際協力機構は、2001 年４月にプロジェクト形成調査団、2003 年２月～6月

に短期個別専門家の派遣を行い、統計調査手法の改善と、中央統計局内の情報システムについて技術

移転を行った。しかしながら、技術的な問題から、卸売物価指数など一部の統計調査は未実施であり、

また、2004 年に開設した中央統計局のホームページも、ユーザーが各種の統計データを利用できるよ

うにするためには、内容を改善していく必要がある。このような背景の下、ミャンマー連邦政府は、

中央統計局の統計作成・分析能力を向上し、国家社会経済計画の策定に資する信頼性の高い統計デー

タを、政策策定者、行政官、研究者等に迅速に提供する能力を向上することを目的とする本技術協力

プロジェクトの実施を要請した。 

これを受けて、国際協力機構は 2004 年 11 月に事前評価調査団をミャンマー連邦に派遣し、ミャン

マー連邦側と本技術協力プロジェクトの枠組みについて合意し、この結果を受けて 2005 年６月に討議

議事録（R/D）を締結することにより、本プロジェクトを 2005 年９月から２年間の計画で実施するこ

ととなった。 

本報告書は、上記事前評価調査団の調査結果と、それに基づく討議議事録、事業事前評価表等を取

りまとめたものであり、今後の本プロジェクトの実施にあたり、広く活用されることを願うものであ

る。 

終わりに、これらの調査にご協力とご支援を頂いた外務省、総務省統計局、独立行政法人統計セン

ター、在ミャンマー連邦日本国大使館など、内外関係各機関の方々に心から謝意を表するとともに、

引き続き本プロジェクトに対する支援をお願い申し上げる次第である。 

 

平成 17 年６月 

 独立行政法人 国際協力機構 

  理事 松岡 和久 
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第１章 要請背景 
 

ミャンマー連邦（以下、「ミャンマー」と記す）国家計画・経済開発省中央統計局(Central 

Statistical Organization: CSO、以下「CSO」) は 1952 年に制定された統計法により政府機関の中で

唯一統計の整備、基準化、社会センサス及び各種経済調査を行う機関と定められているが、CSO にお

けるパーソナルコンピューターを使った統計作成のシステムは古いシステムであると同時に機能も脆

弱である。また CSO では近年海外研修の機会が得られず、新しい統計技術の導入が進んでいない。さ

らに、1988 年以降急速に発達を遂げた民間企業の事業所統計への対応が遅れているなど、経済政策策

定にあたって必要な統計の整備が進んでいない。このため、JICA 国別事業実施計画の援助重点分野で

ある「経済改革支援」への協力にも支障を来す事態となっている。 

このような状況の下、2001 年４月プロジェクト形成調査団が派遣され、CSO での統計作成機能の向

上を図る技術協力案件が提案された。これを受けて 2002 年には、新しい統計技術を導入しコンピュー

ターシステムを改善するため統計データ入力、集計、提供用のサーバー２台とパーソナルコンピュー

ター30 台が供与された。また、2001 年度に１回〔統計整備(経済構造調整政策支援)、研修員 10 名〕、

2002 年度に２回（ミャンマー統計技術１及び２、研修員計 10 名）ミャンマー統計分野の国別特設研

修を実施した。さらに、2003 年２月から６月にかけて、統計調査（主に物価調査、家計調査、及び工

業調査）分野及び統計情報処理分野の短期個別専門家が派遣され、統計調査手法の改善と、CSO 内の

LAN システムの導入やサーバーの設定方法について技術移転を行った。この結果を踏まえ、2003 年に

は CSO は約 20 年ぶりに全国規模の工業調査(Nationwide Manufacturing Survey：NMS、以下「NMS」)

を実施した。しかしながら、技術的な問題から、卸売物価指数(Wholesale Price Index：WPI、以下「WPI」)

など一部の統計調査は未実施である。また、CSO はホームページを 2004 年に開設したが、ユーザーが

各種の統計データを利用できるようにするためには、ホームページの内容を改善していく必要がある。 

このような背景の下、CSO の統計作成・分析能力を向上し、国際的な水準の統計を作成できるよう

にするとともに、統計データベース及び情報共有サーバー及び LAN システムの管理・運営システムを

確立することにより、国家社会経済計画の策定に資する信頼性の高い統計データを、政策策定者、行

政官、研究者等に迅速に提供する能力を向上することを目的とする本技術協力プロジェクトへの要請

がミャンマー連邦政府からなされ、それに伴い JICA は 2004 年 11 月に事前評価調査団を派遣した。 
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第２章 調査・協議の経過と概略 
 

２－１ 事前評価調査 

 （１）調査期間 

   2004 年 11 月 28 日～12月５日 

 

 （２）調査団の構成 

担 当 氏 名 所 属 

総括／統計調査 本多 秀司 総務省統計局 OB 

統計情報処理 角田 敏 独立行政法人統計センター 

協力企画 富澤 隆一 
JICA 社会開発部 

第１グループ ガバナンス・ジェンダーチーム 

 

 （３）概 要 

   2001 年４月のプロジェクト形成調査、2003 年２月～６月の短期専門家４名〔統計調査２名、統

計(情報処理)２名〕及び要望調査に基づいて作成した案件概要(案)を基に、本プロジェクトの協

力の枠組みについて、ミャンマー側機関である中央統計局(CSO)と協議を行い、合意した。 

   協力の対象とする統計調査に関し、ミャンマー側から要請されていた耕作経費調査(Cost of 

Cultivation)については、農業灌漑省との協議の結果、不定期ではあるものの既に同省にて調査

が実施されていることから、これを協力対象からはずすことで合意した。一方、インフォーマル・

セクターについては、協議のなかで重要性が確認されたものの、労働省が実施している労働力調

査との重複も考えられるため、CSO が実施を予定している家計調査(Household Income and 

Expenditure Survey)の中にインフォーマル・セクターに係る情報を含む形で協力の対象とするこ

ととした。したがって、WPI、インフォーマル・セクターを含む家計調査及び CSO が実施する他の

統計調査の調査手法の改善指導を行うこととした。さらに、2003 年に CSO が実施した NMS につい

ては、22 工業地域及び 17 の州と地域について各１冊のミャンマー語の報告書を作成済みである

が、データの分析・評価は未実施であるため、データの分析・評価に係る協力を行うことに合意

した。 

   情報処理関係では、データベースのソフトウェアがあまり使用されていないため、データベー

スのソフトウェアを集計、データ提供等に効率的に使用できるような支援を行うこととした。CSO

の LAN システムについても維持・管理・運用に係る手続き規定及びガイドラインを策定すること

とし、現状の複数存在する CSO の LAN システムの再構築を検討することとした。（詳細は「付属資

料３.事前評価調査報告書」参照）。 

 

２－２ 討議議事録（R/D）署名 

 （１）署名日 

   2005 年６月 14 日 

 

 （２）署名者 

   佐々木 隆宏  JICA ミャンマー事務所長 



－3－ 

 （３）概 要 

   2005 年６月 14 日、ミャンマー国国家計画・経済開発省中央統計局（CSO）局長 Mr. SHU KYEIN

との間で R/D を署名、交換した。これにより、CSO を実施機関とする「ミャンマー連邦中央統計

局能力強化計画プロジェクト」が、最初の専門家の到着日（2005 年９月中旬を予定）から２年間

にわたって実施されることになった。 

 

   本プロジェクトの概要は以下のとおりである。 

   １）目 標 

     CSO が、所管する統計調査において、正確かつ迅速に統計を作成し、政策策定者、行政官、

研究者等のユーザーに信頼性の高い統計データを提供することが可能になる。 

 

   ２）成 果 

    ① WPI、インフォーマル・セクターを含む家計調査及び CSO が実施する他の統計調査の調査

手法が向上する。 

    ② NMS のデータが適切に分析され、評価される。 

    ③ 統計データベース管理システムが改善される。 

    ④ LAN システムの維持・管理・運用システムが改善される。 

    ⑤ 統計データが CSO ホームページ他の手段によりユーザーに首尾よく提供される。 

 

   ３）活 動 

    ①-i   WPI、インフォーマル・セクターを含む家計調査及び CSO が実施する他の統計調査の

調査手法の改善 

    ①-ii  WPI、インフォーマル・セクターを含む家計調査及び CSO が実施する他の統計調査に

係るオンザジョブ・トレーニング(OJT)研修の実施 

    ①-iii 統計ソフトウェアに係る OJT 研修の実施 

    ①-iv  統計セミナーの開催 

 

    ②-i   NMS のデータの分析・評価の実施 

    ②-ii  NMS のデータの分析・評価に係る OJT 研修の実施 

 

    ③-i   統計データベースの運用及び統計データの提供に係る手続き規定及びガイドライン

の策定 

    ③-ii  CSO の統計データベースの開発 

    ③-iii 統計データベース管理システムに係る研修の実施 

 

    ④-i   LAN システムの維持・管理・運用に係る手続き規定及びガイドラインの策定 

    ④-ii  LAN システムの維持・管理・運用システムの整備 

    ④-iii LAN システムの維持・管理・運用に係る OJT 研修の実施 

    ④-iv  データ・セキュリティに係る研修の実施 
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    ⑤-i   CSO ホームページの更新及び改善 

    ⑤-ii  統計図書室を含む統計刊行物の活用方法の改善 

 

   ４）投 入 

     日本側は、短期専門家を統計技術(チーフアドバイザー)、卸売物価指数、家計調査、工業

調査、統計情報処理、統計データベース、統計セミナーの分野で年間５～７名派遣するほか、

カウンターパート年間約 10 名を本邦研修に受け入れ、LAN システムの設置・維持管理に必要

な機材等の機材供与を行う。 

     相手国側は、カウンターパート配置と、CSO 内の日本側専門家執務室及び家具の提供、プ

ロジェクト活動に係る運営経費の負担、統計手法の改善に必要なデータの利用の承認を行う。 

 

   ５）協力期間 

     2005 年 9 月中旬～2007 年 9月中旬  
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第３章 事業事前評価表 
 

担当部・課：社会開発部 第１グループ 

ガバナンス・ジェンダーチーム 

案件名：(和文)ミャンマー連邦中央統計局能力強化計画 

(英文)： Strengthening the Capacity of Central Statistical Organization of the Union of Myanmar

１．協力概要 

 （１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

   中央統計局(CSO) は 1952 年に制定された統計法により政府機関の中で唯一統計の整備、基準

化、社会センサス及び各種経済調査を行う機関と定められているが、CSO におけるパーソナルコ

ンピューターを使った統計作成のシステムは古いシステムであると同時に機能も脆弱である。ま

た CSO では近年海外研修の機会が得られず、新しい統計技術の導入が進んでいない。さらに、1988

年以降急速に発達を遂げた民間企業の事業所統計への対応が遅れているなど、経済政策策定にあ

たって必要な統計の整備が進んでいない。このため、現在行われている経済改革への協力にも支

障を来す事態となっている。 

   このような状況の下、2001 年４月プロジェクト形成調査団が派遣され、CSO での統計作成機

能の向上を図る技術協力案件が提案された。これを受けて 2002 年には、新しい統計技術を導入

しコンピューターシステムを改善するため統計データ入力、集計、提供用のサーバー2台とパー

ソナルコンピューター30台が供与された。また、2001 年度に１回〔統計整備(経済構造調整政策

支援)、研修員 10 名〕、2002 年度に２回（ミャンマー統計技術１及び２、研修員計 10 名）ミャ

ンマー統計分野の国別特設研修を実施した。さらに、2003 年２月から６月にかけて、統計調査

（主に物価調査、家計調査、及び工業調査）分野及び統計情報処理分野の短期個別専門家が派遣

され、統計調査手法の改善と、CSO 内の LAN システムの導入やサーバーの設定方法について技術

移転を行った。 

   この結果を踏まえ、2003 年には CSO は約 20 年ぶりに全国規模の工業調査(Nationwide 

Manufacturing Survey：NMS)を実施した。しかしながら、技術的な問題から、卸売物価指数

(Wholesale Price Index：WPI)など一部の統計調査は未実施である。また、CSO はホームページ

を 2004 年に開設したが、ユーザーが各種の統計データを利用できるようにするためには、ホー

ムページの内容を改善していく必要がある。 

   このような背景の下、本プロジェクトでは、CSO の統計作成・分析能力を向上し、国際的な水

準の統計を作成できるようにするとともに、統計データベース及び情報共有サーバー及び LAN

システムの管理・運営システムを確立することにより、国家社会経済計画の策定に資する信頼性

の高い統計データを、政策策定者、行政官、研究者等に迅速に提供する能力を向上することを目

的とする。 

 

 （２）協力期間 

   2005 年９月～2007 年９月（２年間） 

 

 （３）協力総額（日本側） 約 1.9 億円 

 

 （４）協力相手先機関 

   ミャンマー国 国家計画・経済開発省中央統計局（CSO） 
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 （５）国内協力機関 

   総務省統計局、（独法）統計センター、（財）日本統計協会 

 

 （６）裨益対象者及び規模、等 

   CSO 局員(約 370 人)、関連省庁職員 

 

２．協力の必要性・位置づけ 

 （１）相手国政府国家政策上の位置づけ 

   ミャンマー国の現在の国家開発計画は公表されていないが、国家計画・経済開発大臣との協議

(日本大使及び事前評価調査団)のなかで、統計の整備及び CSO の能力強化の重要性は数次にわた

って強調されている。また、ミャンマー国と我が国の共同で実施した開発調査「経済構造調整政

策支援調査」のなかでも、経済発展のための政府統計作成の重要性が指摘されている。以上から

本プロジェクトはミャンマー国の経済開発政策と整合性があると判断される。 

 

 （２）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 

   我が国の対ミャンマー援助方針においては、①「民主化」、②「市場経済に立脚した経済発展」

及び③｢基礎生活分野を中心とした社会生活の全般的な安定｣の３要素を相互に連携させつつ、包

括的に支援を実施することとしており、特に、②については、開発調査「経済構造調整政策支援

調査」の提言に基づくこととしている。本件は、上記開発調査の提言のひとつである「中央統計

局の機能強化」を具体化したものであり、我が国の対ミャンマー援助方針と合致していると判断

できる。 

   また、ミャンマー国に対する JICA 国別事業実施計画においては、重点分野「経済改革支援」

の開発課題「市場経済を担う人材の育成」に「統計改善」プログラムが位置づけられており、同

プログラムは、ミャンマー国における国家統計全般の質的向上を目的としている。本件は、同プ

ログラムを構成するプロジェクトの１つであり、特に国家統計の核となっている CSO を対象とし

て同機関の機能強化をめざすものとして位置づけられている。本件は、これまで実施されたプロ

ジェクト形成調査、個別専門家、及び国別特設研修の成果を受けて実施されるものであり、国別

事業実施計画と整合性がある。 

 

３．協力の枠組み（主な項目） 

 （１）協力の目標（アウトカム） 

  １）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

   [目標] 

    CSO が、所管する統計調査において、正確かつ迅速に統計を作成し、政策策定者、行政官、

研究者等のユーザーに信頼性の高い統計データを提供することが可能になる。 

   [指標] 

   ・CSO の実施する統計調査数・頻度 

   ・CSO が作成する統計資料数・作成頻度 

   ・統計刊行物の発行部数及び販売数 

   ・CSO ホームページへのアクセス数 
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  ２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

   [目標] 

    CSO が作成した統計が、国家社会経済開発計画の策定に活用される。 

   [指標] 

    国家社会経済開発計画等における統計データ活用状況（関係各省庁における CSO 統計調査結

果の利用状況等） 

 

 （２）成果（アウトプット）と活動 

  [成果１] 

   卸売物価指数(Wholesale Price Index：WPI)、インフォーマル・セクターを含む家計調査及び

CSO が実施する他の統計調査の調査手法が向上する。 

 

   [指標] 

   ・WPI の計算頻度 

   ・家計調査におけるインフォーマル・セクターに係るデータ数 

   ・他の統計調査の実施数及び頻度 

   ・CSO 局員の WPI、インフォーマル・セクターを含む家計調査の調査手法に係る理解度 

   ・統計ソフトウェアの活用状況 

   [活動] 

   １）WPI、インフォーマル・セクターを含む家計調査及び CSO が実施する他の統計調査の調査

手法の改善 

   ２）WPI、インフォーマル・セクターを含む家計調査及び CSO が実施する他の統計調査に係る

オンザジョブ・トレーニング(OJT)研修の実施 

   ３）統計ソフトウェアに係る OJT 研修の実施 

   ４）統計セミナーの開催 

 

  [成果２] 

   全国工業調査(Nationwide Manufacturing Survey：NMS)のデータが適切に分析され、評価される。

   [指標] 

   ・NMS データの分析結果 

   ・NMS データの評価結果 

   ・NMS データの刊行物数 

   [活動] 

   １）NMS のデータの分析・評価の実施 

   ２）NMS のデータの分析・評価に係る OJT 研修の実施 

 

  [成果３] 

   統計データベース管理システムが改善される。 

   [指標] 

   ・統計データベースの手続き規定及びガイドラインの整備状況 

   ・統計データベースに蓄積した統計データ数 

   ・統計データベース管理システムに係る研修実施回数、参加者数 

   ・国家計画・経済開発省内の統計データベースのデータの使用頻度 
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   [活動] 

   １）統計データベースの運用及び統計データの提供に係る手続規定及びガイドラインの策定

   ２）CSO の統計データベースの開発 

   ３）統計データベース管理システムに係る研修の実施 

 

  [成果４] 

   LAN システムの維持・管理・運用システムが改善される。 

   [指標] 

   ・LAN システムの維持・管理・運用に係る手続き規定及びガイドラインの策定の整備状況 

   ・LAN システムの障害回復に要した平均時間(月ごと) 

   ・データ・セキュリティに係る研修実施回数、参加者数 

   ・CSO 局員のデータ・セキュリティに関する理解度 

   [活動] 

   １）LAN システムの維持・管理・運用に係る手続き規定及びガイドラインの策定 

   ２）LAN システムの維持・管理・運用システムの整備 

   ３）LAN システムの維持・管理・運用に係る OJT 研修の実施 

   ４）データ・セキュリティに関する研修の実施 

 

  [成果５] 

   統計データが CSO ホームページ他の手段によりユーザーに首尾よく提供される。 

   [指標] 

   ・CSO ホームページに掲載された統計数 

   ・CSO ホームページへのアクセス数 

   ・CSO ホームページの更新頻度 

   ・統計データの省内公表からホームページ掲載までの日数 

   ・統計図書室の利用者数 

   ・統計刊行物の発行部数及び販売数 

   [活動] 

   １）CSO ホームページの更新及び改善 

   ２）統計図書室を含む統計刊行物の活用方法の改善 

 

   * なお、指標のベースラインデータ及び目標値については、プロジェクト開始後３か月以内

を目処に調査、決定することとする。 

 

 （３）投入（インプット） 

  １）日本側（総額約 1.9 億円） 

   ａ）専門家派遣：統計技術(チーフアドバイザー)、卸売物価指数、家計調査、統計情報処理、

統計データベース、統計セミナー 

   ｂ）研修員受入れ：統計システム・統計技術 

   ｃ）供与機材：LAN システムの設置・維持管理に必要な機材、プロジェクトの進捗に従って統

計手法の改善に必要となる機材 
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  ２）ミャンマー側 

   ａ）カウンターパート配置：プロジェクトディレクター１名、プロジェクトマネージャー１名、

他メンバー 

   ｂ）日本人専門家の執務室及び家具 

   ｃ）プロジェクト活動に係る運営経費 

   ｄ）統計手法の改善に必要なデータの利用の承認 

 

 （４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

   政策策定者が統計情報の重要性を認識する。 

 

４．評価５項目による評価結果 

 （１）妥当性 

   本プロジェクトは、ミャンマー側と共同で実施した開発調査「経済構造調整政策支援調査」の

提言に基づいて形成されたものである。国家社会経済開発計画の策定及び実施に必要な統計情報

のうち、CSO が所管する統計調査において、CSO が正確かつ迅速に統計を作成し、政策策定者、

行政官、研究者等のユーザーに信頼性の高い統計データを提供することを目的としており、ミャ

ンマー国の国別事業実施計画において最優先に位置づけられている「経済改革支援」のための協

力である。また、同国国家計画・経済開発大臣が主張している CSO 能力強化（Capacity Building）

の方向性とも適合している。これらの点から、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。

 

 （２）有効性 

   本プロジェクトは、WPI、インフォーマル・セクターを含む家計調査及び CSO が実施する他の

統計調査の調査手法の向上、NMS のデータ分析・評価能力の向上、統計データベース管理システ

ムの改善、情報共有サーバー及び LAN システムの維持・管理・運用システムの改善及び CSO ホー

ムページ他の手段による統計データのユーザーへ提供を行うことにより、CSO の統計調査、分析、

評価、データ提供能力を強化することを目的としている。WPI、家計調査、NMS の調査・分析・

評価、統計データベースの構築、情報提供のためのホームページの活用は、各国の統計局におい

て実施されていることから、これらの事例を踏まえ、本プロジェクトのアプローチは有効である

と判断される。 

 

 （３）効率性 

   本プロジェクトでは、プロジェクト当初において集中的に WPI 及び家計調査の調査手法の向

上、NMS データの分析・評価、統計データベースの構築、CSO ホームページの更新・改善及び図

書館の整備について技術移転を行い、その後は CSO が中心となってこれらの活動を実施し、逐次

実施される家計調査等の統計調査手法の向上、調査結果の分析・評価等について技術移転を行う

計画としているため、日本側からの最小限の専門家派遣、本邦研修で目標達成が可能である。ま

た、機材供与についても既に供与されたサーバー、パーソナルコンピューター（PC)、ソフトウ

ェア等を最大限に活用する計画であるため、追加の機材供与も最小限としている。以上により日

本側からの最小限の投入により、目標達成可能な計画としており、効率的な実施が見込めると判

断される。 
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 （４）インパクト 

   現状では CSO の統計作成・分析に係る能力不足や統計データベース等の整備の遅れにより国家

社会経済計画の策定に資する統計データの信頼性及び迅速性に問題があるが、本プロジェクトに

よる CSO の能力向上により、国家社会経済計画の策定に資する信頼性の高い統計データの迅速な

作成・提供が可能となる。精度の高いデータを基に国家社会経済計画が策定されるという上位目

標が達成されることによって、ミャンマー政府の実施する各種計画がより適切かつ効率的なもの

になることが期待される。また、CSO は中央統計機関として、他の省で実施する統計調査につい

て指導・アドバイスを提供している場合もあることから、CSO の機能強化により他省が実施する

統計の質的な向上が期待できる。 

 

 （５）自立発展性 

   本プロジェクトでは、CSO の第一統計課、第二統計課、及びコンピューター課を主たる実施組

織として能力強化を計画しており、主に正規職員を対象に技術移転を行うため、プロジェクト終

了後も引き続き育成した人材が同分野の発展に携わることが見込まれる。また、機材については

既に供与されたサーバー、パーソナルコンピューター（PC）、ソフトウェア等を最大限に活用す

ることを計画しているため追加的費用負担は最低限に抑えられており、プロジェクト終了後もミ

ャンマー側で統計業務を実施していく費用的持続性も担保されている。したがって、自立発展性

については特に問題ないと見込まれる。 

 

５．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 本プロジェクトでは、家計調査にインフォーマル・セクターの質問項目を含め、同セクターの実態

を把握することにより、貧困層への配慮を行っている。 

 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

 統計分野の協力においては、日本側のリソースが限られているため、専門家の派遣計画については

人選もある程度想定したうえで作成することとした。 

 

７．今後の評価計画 

 （１）中間評価；なし 

 （２）終了時評価；2006 年 12 月ごろ 

 （３）事後評価；2010 年後半以降 
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12. JICA ミャンマー事務所と CSO との会議議事録（2004 年 9 月 17 日） 

13. JICA ミャンマー事務所と CSO との会議議事録（2004 年 10 月 18 日） 
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１．事前評価調査団の派遣 

１－１．調査団派遣の目的 

 (1)2001 年 4 月のプロジェクト形成調査、2003 年 2 月～6 月の短期専門家 4 名〔統計

調査 2名、統計(情報処理)2 名〕及び要望調査に基づいて作成した案件概要(案)をもと

に、本プロジェクトの協力の枠組みについて、ミャンマー側機関である中央統計局(CSO)

と協議を行い、合意する。また、ミャンマー政府における統計整備の中長期的方針を確

認し、JICA としての中長期的な協力方針を検討する。 

(2)ミャンマー側から要請されている卸売物価指数(Wholesale Price Index：WPI)及び

耕作経費調査(Cost of Cultivation)について現状を調査し、具体的な協力内容につい

て検討する。 

(3)インフォーマル・セクター調査については、実態を調査し、日本側のリソースも勘

案した上で、協力内容に含めるかどうかを検討する。また、CSO が実施しているその他

の通常業務及びアドホック業務による統計調査についても実態を調査し、国民経済計算

(SNA)の向上のために必要であり、かつ改善が急務であると判断された場合には、協力

内容に含めることを検討する。 

(4)2001 年から CSO が実施している全国工業調査(NMS)について、ミャンマー側は技術

的な問題はなく、協力を求める必要はないとしているが、集計・出版状況等を調査し、

協力の必要性の有無について再確認する。 

(5)2002 年に供与した機材の稼動状況について確認する。とくに、コンピューターネッ

トワークの稼動状況、統計データベースの整備状況及びホームページの準備状況につい

ても調査を行う。 

(6)協力内容、期間、相手側負担事項等の協議結果を双方の合意事項としてミニッツに

とりまとめて、双方確認する。 

 

１－２. 調査団の構成 

担 当 氏 名 所 属 

総括／統計調査 本多 秀司 総務省統計局 OB 

統計情報処理 角田 敏 独立行政法人統計センター 

協力企画 

 

富澤 隆一 

 

JICA 社会開発部 

第 1グループ ガバナンス・ジェンダーチーム 
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１－３. 調査日程 

日数 

day 

月日 

date 

行 程 

schedule 
1 11/28 Sun 10:45 成田発、バンコク経由 

18:45 ヤンゴン着  

 

2 11/29 Mon 09:30 JICA ミャンマー事務所打合せ 

11:00 日本大使館表敬 

14:00 CSO 表敬・調査 

 

3 11/30 Tue 09:30 CSO 調査・協議 

10:30 国家計画・経済開発省計画局訪問・協議 

14:00 協同組合省訪問・協議 

16:00 農業灌漑省訪問・協議 

 

4 12/1 Wed 09:30 CSO 表敬・調査 

10:45 第１工業省訪問・調査 

14:20 商業省訪問・調査 

15:00 CSO 調査・協議 

 

5 

 

12/2 Thu 09:30 CSO 調査・ミニッツ協議 

16:00 ヤンゴン市当局訪問・調査 

 

6 

 

12/3 Fri 09:30 CSO ミニッツ協議 

15:40 ミニッツ署名 

16:50 国家計画･経済開発大臣表敬 

17:30 JICA ミャンマー事務所報告 

 

7 

 

12/4 Sat 団内打合せ、資料整理 

19:45 ヤンゴン発、バンコク経由 

 

8 

 

12/5 Sun 07:40 成田着 

 

 

１－４．主要面談者 

(1) 国家計画・経済開発省 

H.E. Mr. Soe Tha  (国家計画・経済開発大臣) 

 

(2) 国家計画・経済開発省中央統計局（CSO）  

Mr. Shu Kyein    CSO 局長 

Mr. Ohn Kyaw     CSO 副局長 

Mr. Ngwe Thein   CSO 第１統計課長 

Ms. Win Win Tin  CSO 第２統計課長 

Mr. Soung Tin CSO コンピュータ課長 
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  Mr. Aung Myint Than  CSO 統計課副課長 

  Ms. Khin Swe Latt CSO コンピュータ課副課長 

Ms. Mar Lar Aung CSO 統計課副課長 

(3) 国家計画・経済開発省計画局 

Ms. Than Nwe   計画局長 

Mr. Kyaw Win   計画局アドバイザー 

 

(4) 国家計画・経済開発省海外経済関係局(FERD) 

Ms. Myo Nwe    FERD 局長 

 

(5) 協同組合省  

Mr. Tin Win    協同組合局副局長 

Mr. Kyaw Thein  協同組合局課長 

Mr. Kyaw Hlaing 協同組合局課長 

Mr. Ko Ko  協同組合局課長 

Ms. Tin Swe Aye Cottage Industry 局課長 

Mr. Htay Aung  Cottage Industry 局副課長 

 

(6) 農業灌漑省 

Mr. Tin Htut Oo 農業計画局長 

Dr. Toe Aung 農業計画局副局長 

Mr. Kyi Win 農業計画局副課長 

Mr. Saw Hlaing  開拓土地記録局副課長 

Mr. Kyaw Myint  ミャンマー農業サービス副部長 

Mr. Soe Win Maung  農業計画局副課長 

 

(7) 第 1 工業省  

Mr. Kyaw Myint 工業局長 

Mr. Soe Myint Gyi 工業局課長 

Mr. Zaw Myat Win 工業指導検査局課長 

Mr. Kyaw Sein  工業指導検査局課長 

Dr. Cho Win Maw  ﾐｬﾝﾏｰ食品工業公社部長 

Mr. Thein Win ﾐｬﾝﾏｰ製紙･化学公社部長 

Mr. Sein Wyne  ﾐｬﾝﾏｰｾﾗﾐｯｸ公社部長 
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Mr.Thaung Nyunt  ﾐｬﾝﾏｰ総合･維持管理公社部長 

 

(8) 商業省  

Mr. Nyunt Aye 貿易局長 

Mr. Mg Mg Aye 貿易局政策･統計課長 

Capt. Zaw Zaw Aung 貿易局副課長 

Ms. Toh Toh Win 貿易局スタッフ 

 

(9) ヤンゴン市開発委員会  

Mr. Kyaw Min 総務課長 

Mr. Kyaw Kyaw 総務課副課長 

 

(10) 在ミャンマー日本大使館  

小田野大使、小川参事官、桜井二等書記官 

 

(11) JICA ミャンマー事務所  

佐々木所長、山下次長、正永所員、Mr. Maung Maung Than (高級クラーク) 

 

２． 調査結果 

２－１. CSO との協議結果及びミニッツ署名(資料 1～3参照) 

CSO の現状と問題点について、特に卸売物価指数、耕作経費調査、インフォーマル・

セクター調査、全国工業調査（NMS）、コンピューター・システムの状況について協議を

行った。(資料 2、資料 3参照) 

・ CSO から提出された Future Plan は当面 CSO が実施を予定している統計業務、統計

調査を列記したものにとどまり、CSO における統計整備の中長期的方針とは全く異

なるものである。今回のプロジェクトにおいては(直接の協力活動内容には明記しな

いものの)、専門家から、CSO における統計整備の中長期的方針についてもアドバイ

スすることが必要と思料される。 

・ 今回のプロジェクトの協力内容について、対象としていた耕作経費調査(Cost of 

Cultivation)については、後述の農業灌漑省との協議の結果、不定期ではあるもの

のすでに同省にて調査が実施されていることから、これを協力対象からはずすこと

で合意した。一方、インフォーマル・セクターについては協議の中で重要性が確認

されたものの、労働省が実施している労働力調査との重複も考えられるため、CSO

が実施を予定している家計調査(Household Income and Expenditure Survey)の中に
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インフォーマル・セクターにかかる情報を含む形で対象とすることとした。 

・ WPIについては、2005年内を目標に、17の州と地方の全324townshipから61township

を選定して WPI を計算する予定とのことであり、WPI の計算手法の改善に係る技術

指導を協力内容に含むこととした。 

・ 2003 年に CSO が実施した NMS については、22 工業地域及び 17 の州と地域について

各 1冊のミャンマー語の報告書を作成済みであるが、データの分析･評価は未実施で

あるため、データの分析･評価に係る協力を行うことに合意した。 

・ プロジェクト開始までのスケジュールについて、今回の調査でかなりの情報が得ら

れたこと、2005 年 3 月末の R/D 署名のためには、外交委員会、閣議などの手続きを

勘案すると最低でも 2ヶ月の期間が必要であり、2005 年 1 月末までには事業事前評

価表の決裁及び R/D 案の決裁を了し、ミャンマー側に送付する必要があることから、

基本的に第 2次の事前評価調査は実施しないことで合意した。 

・ また、ミニッツについては、ミャンマー側負担事項の表現を一部変更〔VII-2 b の

Land を削除、building を Office building に変更、VII-2 ｃの materials necessary

の後に as mutually agreed を挿入〕したうえで国家計画･経済開発大臣の承認を得

て、2004 年 12 月 3 日に本多団長と Shu Kyein 局長との間で署名・交換した。 

・ PDM(案)及び PO(案)については、今回のミニッツには添付しないが、CSO 側との協議

を開始し、12 月末までには確定させる予定である。 

 

２－２. CSO における IT 機器等の活用について 

(1) IT 機器等活用の現状 

2004 年 12 月 1 日に CSO から聴取したところによると、2002 年に JICA が供与したサ

ーバー2台、PC30 台については、支障なく稼動しており、省内で唯一のイントラネット

として電子メール、イントラネットの Web 参照、ファイル共有に用いられているのとの

ことであった。 

1) イントラネットの活用 

電子メールについては、データの更新情報の通知に用いられており、イントラ内を対

象にしたWebサービスとWindowsファイル共有の機能において情報共有を実現している

用である。 

イントラネットで提供されているデータは、以下のようなものがある。 

・ 外国貿易統計(毎週更新) 

・ CPI（毎日更新） 

・ 経済指標(毎月更新) 

・ 統計年鑑 
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2) データベースの活用 

外国貿易統計の入力システムとして MS-Access が利用されており、このデータの集約

に SQL Server を使用している模様である。 

また、統計結果情報の提供においても SQL Server を使用したシステム構築を希望して

いる。 

3) CSO ホームページ 

現在ミャンマーでインターネットに接続可能なサーバーは、インターネットサービス

プロバイダー（MPT 及び Bagan Cybertech）の物に限られており、MPT のサーバーにコ

ンテンツを載せて提供している。 

コンテンツの更新が煩雑なので、簡易に更新できる方法の提案を希望している。 

4) その他 

基本的には、サーバーの使用方法等について 2003 年に JICA 専門家が提案したとおり

の運用を維持しているようであった。 

ファイル共有については、CSO が作成したファイルを他の部局が共有しているのみで、

他部局がサーバー内にファイルを作成している様子は見られなかった。 

 

(2) 今後の対応 

現状の項目で述べたようにデータベースのソフトウエアがあまり使用なされていな

いことから、データベースのソフトウエアを集計、データ提供等に効率的に使用できる

ような支援が必要である。（SQL Server の使用方法については、機器設置時に研修等を

計画していたが、時間的制約から未支援のままである。） 

また、今後予定されている調査等の集計を効率よく行うためにミャンマー側から PC20

台の増設要望があったが、CSO においては、2002 年に JICA が供与した 30 台の PC 及び

旧型の PC を含め約 100 台を保有しており、これら PC が効率的に運用できる支援を行っ

た後、必要な台数を算出する必要があると思われる。 

1) データベースの運用 

CSO の環境においては、１つのデータベースソフトウエアを複数のプログラム及びユ

ーザが利用することとなるため、データベースを作成及び使用に対するルールを定めて

おき、各データベースに対するアクセス権限等を適切に管理する必要がる。 

2) データベースを使用したシステムの開発 

現在の統計集計システムは、主に MS-Access を用いて行われており、分散して入力さ

れたデータを集約するという煩雑な手順が必要となっている。バックグランドにおいて

SQL Server を使用することにより、この手順を省略することが可能となり、集計の効

率化に資することになる。 
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また、統計年鑑に収録されている統計データ等の既存データを省内イントラネットで

効果的に提供するため、統計情報データベースシステムの開発を出来るだけ早期に支援

する必要がる。なお、統計情報データベースシステムは、Web アプリケーションとして

作成されると思われる。 

3) LAN システムの運用 

LAN システムの導入時にユーザ管理についてはルールを定め運用するように支援し

たが、データのアクセス権の設定及びバックアップの考え方など時間的制約から未支援

の事項について早期に支援する必要がる。 

また、実際にはコンピュータ部の職員がヘルプデスク（エンドユーザへの支援等）の役

割も担っており、これらの問題解決を行う知識を身に付けさせる必要があり、この任に

はマイクロソフトの認定技術者を充てることが適当だと考える。 

4) LAN システムの再構築 

現状の項目でも記したとおり、現在 CSO には JICA が供与した LAN の他にも幾つかの

LAN が存在するが、効率的な集計、IT システムの運用等を考えた場合、これらの LAN

を統合することが望ましいと考える。 

また、集計とデータ提供が同一サーバーで行われていることは、セキュリティ上好まし

いことではないことから、別サーバーでの運用が望まれる。 

さらに、プロバイダーのサーバーにあるコンテンツの更新を効率的に行うために単一の

接続 ID で複数の PC からインターネット接続することが望まれている。 

そこで、現在 CSO が所有している機器を活用し、これらの要件を踏まえた LAN システム

の再構築を提案する。また、この再構築後に CSO が再度要求している PC の台数の妥当

性を検討する必要がある。 

5) その他 

今後、支援が開始された場合に集計が複雑化していくことが予想され、様々なデータを

扱うようになった場合にセキュリティの確保が重要となる。導入されているソフトウエ

アにはセキュリティを意識した機能が搭載されており、これを効果的に使用するための

支援及び使用者へのセキュリティ意識を啓蒙する教育が必要である。 

 

２－３. 訪問先との協議結果 

(1) JICA ミャンマー事務所打合せ (資料 4参照) 

事務所次長から、今回のプロジェクトの留意点として、できるだけフレームを小さく

し、今ある枠組み、特に機材についてはこれまでに供与したものを活用して、これが事

務的に最低限必要というもののみを実施すること、CSOへの協力は小さく始めてパイロッ

ト的に成果が目に見える形で政権上層部に説明できるものを実施することが表明された。 
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(2) 在ミャンマー日本大使館表敬 (資料 5参照) 

調査団から対処方針の概要を説明。これに対し、小田野大使から、CSO への協力の留

意点として、 

i) ソー・ター大臣が日本からの協力を希望しており、自分の省の管轄である中央

統計局の統計調査と組織全体の強化への協力について希望していること 

ii) ミャンマーは経済発展にむけて努力しているが、外国投資の誘致や国家予算の

策定の基本になるものは統計の数字であり、ミャンマーの統計は新しくないの

で、(統計作成を)スピードアップする必要があるが、統計データの信頼性の問

題があり、一度に解決するのは困難であるため、スピードと信頼性のいずれを

優先させるかを考慮すべきこと 

iii) CSO との人間関係は重要であり、（本多団長と角田団員は）短期専門家と本事

前評価調査の双方に継続して参加されていることはその点において好ましい

こと 

の 3点についてご発言いただいた。また、大使より、統計整備に関してミャンマー側

は問題意識を持っているので、この意識を大切にし、手間はかかるが、協力を進めて

いただきたいとのご意見をいただいた。 

  

(3) 国家計画・経済開発省計画局 (資料 6参照) 

 国民経済計算（SNA）の状況、SNA に対する日本の技術協力等について協議を行った。

1999-2000 年の SNA については、GDP を地域別(region wide)に計算したが、その数字の

安定性のため同報告書は内部的には作成しているが、外部に公表していないとのことで

あった。また、計画局としては局員に対する SNA93 についての研修を希望している。生

産、分配、消費の３つの SNA 計算方法のうち、ミャンマーでは生産サイドの計算しかし

ていないので、SNA93 の詳細について習得したいとのことであった。 

 

(4) 協同組合省 (資料 7参照) 

Cottage Industry の登録状況、インフォーマル･セクター統計調査等について協議を

行った。Cottage Industry には Cottage Industry 局に登録しているものと協同組合

局に登録している中小企業（SME）的なものの 2種類がある。インフォーマル・セクタ

ーの現状については、協同組合省では把握していない。ヤンゴン市開発委員会がある程

度のデータを持っているかもしれないとのことであった。 

 

(5) 農業灌漑省 (資料 8参照) 

農業灌漑省における統計業務、耕作経費調査(Cost of Cultivation)、及び 2003 年の
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農業センサスについて協議を行った。耕作経費調査について、農業計画局は、定期的な

耕作経費調査は実施していないが、不定期の調査を実施しており、耕作経費についての

情報を有しているとのことであり、耕作経費を定期的・継続的に調査するようなビルト

インのメカニズムを確立する意図があるかどうかについて希望を確認した。また、2003

年の農業センサスについては、(本格的な資金協力はドナーからは受けず)FAO から若干

の技術的支援を受けて、ミャンマー政府が独自に実施した。調査は終了し、現在集計を

実施しているが、農業センサスの結果を出すために、JICA からの補完的協力を期待し

ているとのことであった。 

 

(6) 第一工業省 (資料 9参照) 

第一工業省における統計業務、インフォーマル･セクター統計、ミャンマーの産業分

類、全国工業調査(NMS)等について協議を行った。現在ミャンマーには約 10 万社の製造

業者が存在すると想定されているが、既登録業者は 42,652 社であり、全体の約 40％し

か把握できていないので、第一工業省としてもインフォーマル･セクターの調査の実施

に期待しているとのこと。ミャンマーの標準産業分類の改訂については標準化のための

機関(Standardization body；工業局長によれば、標準化機関は Union of Myanmar 

Federation of Chamber of Commerce and Industry（UMFCCI）の可能性あり)が設立さ

れているが、いずれの組織が改訂に責任を持つのかが不明であるため、まだ改訂版は作

成されておらず出版もされていないとのことであった。また、NMS については、第一工

業省としても、新規の工業公社や新規のプロジェクトを立ち上げる際に、NMS の分析デ

ータは非常に重要と考えているとのこと。一方で CSO のデータの不足の部分の例として、 

i) 統計年鑑には国営企業のデータしか掲載されておらず民間企業のデータが記載さ

れていない 

ii) 統計年鑑に卸売物価指数(WPI)が記載されていない 

iii) 消費者物価指数（CPI）の基準年が 1997 年に設定されているが、生産指数を計算

する基準年と異なっていること、が表明された。 

  

(7) 商業省 (資料 9参照) 

商業省では輸出入の貿易統計の作成、業者への輸出入許可の発行を担当しており、イ

ンフォーマル･セクターについては管轄していない。国内業者の登録は各地方政府

（municipality and township）が実施しているとのことであった。 

  

(8) ヤンゴン市開発委員会 (資料 10 参照) 

 ヤンゴン市内の業者は 1941 年に制定された The City of Rangoon Act により、YCDC
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に登録することが義務付けられている。YCDC 総務課は食料関係(ファストフードや喫茶

店を含む)のライセンスとそれ以外の小規模業者(理髪店等)のライセンスの２種類のラ

イセンスを発行している。2004 年 11 月 29 日現在の YCDC 総務課登録業者数は 35,252

社。業者登録は毎週月曜日に集計するとのこと。ヤンゴン県（Yangon Division）全 45

タウンシップのうち YCDC が管轄しているのは 33 のタウンシップであり、残りの 12 の

タウンシップは国境地域民族省開発局(Department of Development Affaires, Ministry 

of Progress of Border Areas, National Races and Development Affaires)が管轄し

ているとのことであった。 

 

(9) 国家計画･経済開発大臣表敬 (資料 11 参照)  

 冒頭、本多団長よりソー･ター大臣に対し、表敬の機会を与えていただいたこと、ミ

ニッツ署名について承認をいただいたことについて謝辞を表明。また、調査団としては

1週間の短い間であったがCSO及び関係省庁との議論を通じて必要な情報はほとんど得

たと発言。また、本多団長から、自分及び角田団員は昨年ミャンマーで 3ヶ月専門家と

して活動したが、それからの 1年半で CSO は確実に進歩している。特に、CSO のホーム

ページを立ち上げたこと、NMS を成功裏に実施したこと、また、省内のコンピュータネ

ットワークを立ち上げたことがあげられる。今回のプロジェクトでは WPI、インフォー

マル・セクターを含む家計調査の実施、及び情報処理の分野で協力する予定である。ま

た、今後の CSO の課題としては、中期計画を作成すること及び地方組織を設置すること

の 2点があげられると発言。 

これに対し、ソー･ター大臣より本調査後のステップについて質問があり、本多団長か

ら、ミャンマーでは 1983 年以降人口センサスが実施されていないので、長期的には、

CSO が入国管理･人口省と協力して人口センサスが実施できるよう一歩一歩確実に進ん

で行くべきと発言。更に、ソー･ター大臣よりプロジェクトが始まるまでの具体的な手

続きについて質問があり、富澤から今回の調査で大臣のご承認をいただいてミニッツが

締結できたので、JICA 本部に結果を持ち帰り、必要な手続きを得て、2005 年 1 月末ま

でに R/D 案を JICA 事務所経由で CSO に提出。ミャンマー側での必要な手続きを得て、

2005 年３月末までに R/D を署名。その後、専門家の人選等の手続きを経て 2005 年 6 月

にはプロジェクトを開始する予定であることを説明。これに対し、大臣から本プロジェ

クトが比較的短期間で開始できることは好ましい。自分は前日本大使とどの分野で協力

できるかを検討してきたが、キャパシティ・ビルディングは省にとって重要であり、CSO

は最初の協力例になる。CSO との協力を手始めとして他の分野に(日本との)協力を広げ

て行くことができると考えている。自分としても必要な支援を行うし、何か CSO が取り

組むべき課題があれば CSO に伝えてほしいとの発言があった。また、大臣より、12 月 2
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日に夕食会で日本大使にお会いし、調査団の表敬を受けたかとの質問があったが、自分

は ASEAN 会議でラオスに出張しており、12 月 1 日に帰国したばかりで、帰国後も非常

に多忙で表敬を受けられなかった。本日の調査団の表敬に感謝するとの発言があった。 

 

３．今後の対応等 

(1) R/D 署名までの手続きについて 

ミニッツ・レベルでも政府上層部の承認が必要であり、R/D に至っては外交委員会の

承認及び閣議決定が必要なミャンマー国においては、プロジェクトを早期に開始するた

めには、日本側の手続きをできるだけ早期に実施し、可能な限り早めにミャンマー側の

承認手続きに入る必要性がある。この点から、今後の進め方として、2005 年３月末の

R/D 署名に向けて、2005 年 1 月末までには日本側の承認手続きを終了し、R/D(案)をミ

ャンマー側に提出することで CSO 側と合意した。 

 

(2) プロジェクト実施方式について 

今回のプロジェクトは、プロジェクト期間も２年と短期間で対象とする統計調査も小

規模であること、活動のなかでコンピュータ・システム整備の占める割合が大きいこと、

また、日本の総務省統計局の専門家リソースが限られていることから、プロジェクト実

施方式としては、全面民間活用型とし、総務省統計局からの協力が必要な場合には、運

営指導調査に参加を依頼することを想定している。 

 

(3) CSO への技術協力における留意点 

ミャンマー政府における統計整備の中長期的方針については、CSO から将来計画に係

る資料は提出されたものの、当面 CSO が実施を予定している統計業務、統計調査を列記

したものにとどまり、CSO における統計整備の中長期的方針とは全く異なるものであっ

た。したがって、ミャンマー政府における統計整備の中長期的方針については、今回の

プロジェクトにおいて(直接の協力活動内容には明記しないものの)、専門家から、CSO

における統計整備の中長期的方針についてもアドバイスすることが必要と思料される。 

また、今回の調査では、関係各省庁との協議を通じて、事前に CSO から提出された資料

では明らかでなかった農業灌漑省における耕作経費調査の実施や、第 1工業省における

工業調査への期待と CSO の統計データの問題点等が明らかになったが、(通常、中央統

計局が実施しているように)CSO が日常からこれらの関係省庁との連絡を密に取り、情

報を共有していれば、このようなことは起こらなかったはずであり、関係省庁との情報

共有に関しても CSO の能力向上に協力する必要が高いと思料される。 
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ミャンマー国中央統計局能力強化計画第一次事前評価調査中央統計局協議(第 1 回)(メモ) 
 
１．日時： 2004 年 11 月 29 日 14:00～16:15 
２．場所： 中央統計局（CSO）会議室 
３．参加者：CSO：Mr. Shu Kyein（局長）、Mr. Ohn Kyaw(副局長)、Ms. Win Win Tin(第 1 統計課長)、 

   Mr. Ngwe Thein (第 2 統計課長)、Mr. Aung Myint Than(統計課副課長)、 
   Ms. Khin Swe Latte (コンピュータ課副課長) 
ミャンマー事務所：正永所員、Maung Maung Than 所員 
調査団：本多団長、角田団員、富澤団員 

４．内容  
  (1) JICA 供与のコンピュータネットワークについて 
・  JICA 供与のコンピュータネットワークはよく稼動している。クライアント・サーバーは省内イン

トラネットを通じた e-mail(Microsoft Outlook)やネット会議(Microsoft Netmeeting 使用)、省のホ

ームページに使用。また、省内イントラネットでは 2002 年の統計年鑑や統計関連法も閲覧できる。 
 

 (2) CSO の中長期的計画 
・ CSO は中期計画を有する。内容については後日調査団に提供。 
 

  (3) 卸売物価指数(WPI)について 
・ CSO は既に消費者物価指数(CPI)は計算しているが、WPI はまだ。 
・ 卸売物価調査はヤンゴン市のみで実施中。 
・ 2005 年を目標に、17 の州と地方の全 324township から 61township を選定して WPI を計算する

予定。 
・ 70 品目を対象とする予定。 
・ 調査費用はミャンマー政府予算から支出予定。 
 
(4) 耕作経費(Cost of Cultivation)調査について 
・ 1981年～1983 年の耕作経費調査の報告書はミャンマー語でのみ作成済み。統計表、質問表を含む。 
・ 1989 年には家計調査、耕作経費調査等を含む多目的家計調査(Multi-purpose household survey)

を実施。 
・ 第 1 優先は WPI の計算であるため、耕作経費調査は第２優先であり、早くとも実施は 2006 年以降 
・ 10 の作物(米、とうもろこし、ごま、豆類等)について実施。 
・ どのように統計理論を使用し、どのように weight をかけるかについての指導を希望。 
・ 調査費用はミャンマー政府予算から支出予定。 
・ 農業灌漑省と CSO は良好な関係にあり。 
 
(5) インフォーマル・セクター調査について 
・ 2003 年工業調査にはフォーマルとインフォーマルの双方を対象。 
・ (労働調査の中で) インフォーマル・セクター調査を実施するのは非常に困難。 
・ 日本側への具体的協力内容は専門家による現地国内研修と本邦研修。本邦研修の適切な期間は 2 週

間から１ヶ月。 
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(6) 工業調査 (Nationwide Manufacturing Survey （ NMS ） (CSO と の 協 議 によ り 、 Annual Survey of 

Manufacturing (ASM)から名称変更))について 
・ サンプルフレームのサイズとサンプル数については資料を調査団に提供する。 
・ 産業分類は ISIC をミャンマー用に改訂したものを使用。本産業分類は製造業についてのみミャン

マー語で作成。13 の大分類。3 桁まで分類。（調査団にコピーを提供予定。） 
・ NMS は 22 の工業地域（Industrial Zone）と 17 の州と地域で実施。22 工業地域及び 17 の州と地

域については各地域ごとに 1 冊の報告書を作成し、全 39 冊。ヤンゴン市とマンダレー市分につい

て作成中。国家レベル報告書は現在ミャンマー語で作成中。1～2 ヶ月以内に完成予定。 
・ NMS について毎年の実施は困難。5 年ごとの実施を希望。 
 
(7) 人口センサスについて 
・ 人口センサスを実施するには CSO は人員が不足。 
・ 人口センサスの実施権限は入国管理・人口省にある。 
・ 人口センサス実施の場合、CSO は集計、統計表作成の部分で協力が可能。 
 
(8) R/D のミャンマー政府承認について 
・ 技プロの R/D 締結には、外交委員会の承認及び閣議決定が必要であり、通常これらの手続きにかか

る期間は 2 ヶ月程度。 
 

以 上 
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